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研究動向・成果 
 

 

ライフステージに即したバリア 
フリー効果の見える化手法の確立 
（研究期間：平成30年度～） 

 
住宅研究部 住宅生産研究室         布田 健              根本 かおり   

住宅ストック高度化研究室         小野 久美子 

（キーワード）ライフステージ、バリアフリー、身体活動量、iBeacon、Mets（Metabolic equivalents）  

 

１．はじめに 

国総研では、平成30年度から3カ年の計画で、事項

立て課題「ライフステージに即したバリアフリー効

果の見える化手法の確立」を進めている。これは、

住環境における活動のしやすさをMets（Metabolic 

equivalents）という身体活動量を指標として見える

化し、住宅のバリアフリー性能を評価しようとする

ものである。研究1年目の昨年度は、評価方法の検討、

評価項目の抽出、評価項目の数値化とバリアフリー

性能評価ツールについての概念整理（評価ツールの

あり方、負担と活動量の関係 等）を行った。研究

2年目の本年度は、評価ツールの具備すべき機能の検

討とその開発を行い、最終年度の研究評価ツールの

最適化・実用化及び施策に向けた提案へとつなげて

いく。以下に、令和1年度の研究の概要を示す。 

２．令和元年度の研究概要 

(1）環境評価法のアルゴリズムに関する検討 

BIM（Building Information Modeling）の建築設計

技術等を援用し環境評価システムを構築することを

目的に、そのアルゴリズム（間取りと生活行為の身

体活動量を考慮した評価式）について検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2）バリアフリー環境評価プログラムの開発 

生活容易性、移動容易性、介助容易性等の住環境

における活動のしやすさについて身体活動量を用い

て数値化し、それぞれの居住者（健常者、高齢者、

車いす使用者、介助者等）毎に住環境のバリアフリ

ー度を評価するものである。その構成を図に示す。

①調査者が現場で設計情報を入力・参照が出来るイ

ンターフェース部分、②居住者の属性毎の間取りと

活動量の関係について評価する評価エンジン部分、

③建物の性能や仕様を蓄積でき出力可能なデータベ

ース部分 により構成し、それぞれがネットワーク

等を介し連携し、実建物におけるバリアフリーに関

わる現況検査・リフォーム設計等に向けた環境評価

プログラムとした。 

３．おわりに 

今後は、実際の建物の評価を想定し、タブレット型

図面入力装置を用いて入力しその操作性も含め検証

し、また、住宅のバリアフリー改修の費用対効果（改

修コスト、介護コスト、活動量等の総合的な効果）

の可視化等、社会実装に向けた提案を行っていく。 
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図 バリアフリー環境評価プログラムの構成 
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研究動向・成果 
 

 

地震火災が通行可能性に与える影響 

 
(研究期間：平成29年度～令和元年度) 

都市研究部 都市防災研究室        竹谷 修一 

（キーワード）  市外地火災、密集市街地、幹線道路 

 

１．はじめに 

大地震が発生した場合、地震動による被害を受け

た建物に住民が取り残される、ガレキが道路に散乱

する、建物が倒壊して道路に倒れ込む等により車両

の通行を阻害することが考えられる。また、解消さ

れつつあるものの木造密集市街地はまだ残っており、

地震時に多数の火災が発生すれば、消火活動が十分

に行うことが出来ず広範囲の市街地に延焼すること

もあり得る。また、これらの影響により、多くの人

的被害の発生も想定される。 

人的被害軽減のためには、建物の耐震性の向上に

加え、市街地防火性能の向上が必要であり、これま

でも様々な取り組みがなされてきた。例えば、不燃

建築物、広幅員道路等からなる延焼遮断帯を形成す

るといった都市レベルの市街地火災対策が代表的な

ものとしてあげられる（図-1）。この延焼遮断帯に

より、市街地延焼を抑えるだけでなく、道路上での

火災の影響を低減させることから緊急車両の通行や

避難の円滑化も期待できる。ここでは、地震火災時

における幹線道路の通行可能性を検討するため、地

震火災時の幹線道路で受熱量の試算を行った結果を

紹介する。 

 
図-1 延焼遮断帯のイメージ 

２．受熱量の試算方法 

受熱量の観測箇所は、木造密集市街地が隣接する

幹線道路の各車線の中心とし、放射熱流束、温度、

さらに温度（差）に対流熱伝達率（0.005kW/(m2・K)

とした）を乗じたものに放射熱流束を加算したもの

（以後、「全熱流束」という）を計算した（図-2）。

なお、この幹線道路沿道建物の多くは耐火建築物で

あるが、ところどころに防火構造等の建物があり延

焼遮断帯としては完全ではない箇所である。 

延焼状況や受熱量の推定は市街地火災シミュレー

タを用いて行った（表）。なお、紙面の都合上、全

熱流束の結果のみ以下では示す。 

延焼状況を確認したところ、出火点を中心に延焼

拡大して幹線道路に火災域が到達した後は、円弧状

に火災が拡大し、幹線道路沿道付近での火災も時間

の経過とともに移動していた。 
 

 
図-2 幹線道路の車線構成と周辺市街地の状況 
 

表 シミュレーションの条件 

シミュレー

タ 

国土技術政策総合研究所が国立研究開発

法人建築研究所とともに開発中の市街地

火災シミュレータ 

気温 摂氏20度 

風向 西北西（幹線道路に直交する風向） 

風速 3.0m/s（西北西の風での概ねの平均風速） 

出火点 幹線道路から約50mの位置にある防火構

造の建物の１階 

計算時間 出火から12時間後まで（1分ごと） 

市街地デー

タ 

東京都都市計画地理情報システムデータ

（平成28年度建物現況（区部）） 

観測点 各車線の中心、地上1.5m、概ね30mごと 
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地震火災が通行可能性に与える影響
（研究期間 ： 平成 29 年度～令和元年度）

都市研究部　都市防災研究室　 室長
（博士（工学））

　竹谷　修一

（キーワード）　市外地火災、密集市街地、幹線道路
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３．車線別にみた最大全熱流束 

各観測点における全熱流束について、出火からの

経過時刻別にそれぞれ最大となる値を車線ごとに示

したものが図-3である。 

火災域近傍の車線ほど高くなり、西歩道では最大

76.4kW/m2となった。人体に影響があると考えられ

る2.38kW/m2を超える全熱流束となる最初の時間

は、西歩道で42分後、東歩道で47分後であった。ま

た、出火後551分後から586分後までの36分間は全て

の車線で2.38kW/m2以下となるが、その後再び上昇

している。 

 

 
図-3 車線別・経過時刻別の最大全熱流束 

 

４．道路空間上での活動に対する影響 

道路上での活動が火災時でも可能かを簡易に検討

するため、出火からの経過時刻別に全熱流束の分布

を示したものが図-4である。 

幹線道路付近まで火災域が拡大した後は、円弧状

に延焼し、全熱流束が2.38kW/m2を超える箇所は途中

から2箇所に分岐しながら移動していく。 

沿道建物だけでなく、その背後も耐火建築物が比

較的多い箇所付近では全熱流束は小さくなり、一時

的ではあるものの全車線において全熱流束が

2.38kW/m2以下となる時もある（図-3(d)）。しかしな

がらさらに火災が拡大すると、再び道路上での全熱

流束は上昇し、道路上での活動に支障が再び生じる

ようになる。 

市街地の状況や風速・風向によっては、この一時

的に活動に支障がない時間帯が短くなることも想定

されることから、一時的に火災の影響を受けない時

間帯での活動は行わないことが望まれる。 

 
 (a)60分後 (b)180分後 (c)360分後 
 

 
 (d)570分後 (e)600分後 (f)720分後 
 

※道路空間の緑色は全熱流束2.38kw/m2以下、赤色は2.38kw/m2超 

※建物の赤色は当該時点で燃焼中のもの 
 

図-4 出火からの経過時刻別にみた全熱流束の分布 

 

５．おわりに 

今後は、その場にとどまった時の火災の影響では

なく、全熱流束の累積や通行速度を考慮しながら、

道路上を移動する際の影響についても検討する予定

である。また、出火点の位置や風速の違いにより、

道路上で活動出来なくなる時間の変化についても検

討してく予定である。 

謝辞 本研究で用いた「東京都都市計画地理情報シ

ステムデータ」の利用に際し、東京都より利用許可

を頂いた。ここに記して感謝の意を表す。 
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